
 

京都地方最低賃金審議会 

公 益 委 員 会 議 
 

令和６年６月 27 日（木）午前９時 30 分～ 

京都労働局 ７階 会議室 

 

議 事 次 第  

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

（１）特定（産業別）最低賃金改正の必要性の有無に係る検討小委員会の設置について 

（２）令和６年度京都地方最低賃金審議会専門部会（地域別最低賃金及び特定（産業別） 

最低賃金）の公益委員の選出について 

（３）令和６年度京都地方最低賃金審議会専門部会（地域別最低賃金）の公開の可否に 

ついて 

（４）今後の開催日程について 

 

 

３ 提出資料  

№１  第 54 期 京都地方最低賃金審議会 委員名簿                p.１ 

№２  令和６年度 公益代表委員 専門部会・検討小委員会 分担表（案）    p.２ 

№３  令和６年度 京都地方最低賃金審議会 開催日程（予定）一覧表（案）   p.３ 

№４  令和６年度における特定（産業別）最低賃金の改正等に係る申出の 

意向表明一覧表 

№５ 京都地方最低賃金審議会 運営規程                  p.７ 

№６ 京都地方最低賃金審議会 京都府最低賃金専門部会 運営規程       p.10 

№７ 京都地方最低賃金審議会 公益委員会議 運営規程            p.11 

№８  京都地方最低賃金審議会 検討小委員会 運営規程            p.12 

p.５ 



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

京都労働局労働基準部賃金室　
令和６年６月25日現在　

現 職

岩永
イワナガ

 昌晃
マサアキ

京都産業大学 法学部 教授

河原
カワハラ

 美紀
ミ キ

京都府社会保険労務士会 副会長

櫻井
サクライ

 純理
ジュンリ

立命館大学 産業社会学部 教授

新
任 東

ヒガシ

　雄大
ユウダイ

京都産業大学 経済学部 准教授

三山
ミツヤマ

　雅子
マ サ コ

同志社大学 社会学部 教授

大西
オオニシ

　幹子
ミ キ コ

連合京都職員

新
任 大西

オオニシ

　稔
ミノル

三菱自動車工業労働組合 京都支部 支部長
日本労働組合総連合会京都府連合会　副会長
自動車総連京都地方協議会　議長

門野
カ ド ノ

　昭善
アキヨシ

ＵＡゼンセン 京都府支部 次長

七里
シ チ リ

 大介
ダイスケ

電機連合 京都地方協議会 事務局長

伊達
ダ テ

　直人
ナ オ ト

ＪＡＭ京滋 書記長

大角
オオスミ

  安史
ヤスシ

株式会社大安 代表取締役社長

京崎  操
キョウ  ザキ  ミサオ

京都北都信用金庫 副理事長

新
任 千原

チ ハ ラ

　克彦
カツヒコ

NISSHA株式会社　内部監査室長

新
任 沼田

ヌ マ タ

　行
ユキ

博
ヒロ

京都府中小企業団体中央会　専務理事

深沢
フカザワ

　信介
シンスケ

株式会社ワコール 執行役員 人事総務本部長

　　　　　　　　　委員任期：令和５年５月１日～令和７年４月30日　　　　　（五十音順）

第54期 京都地方最低賃金審議会 委員名簿

氏 名

公
益
代
表
委
員

労
働
者
代
表
委
員

使
用
者
代
表
委
員
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令和５年度

河 原 委 員 〇河原委員

櫻 井 委 員 西村委員

三 山 委 員 ◎三山委員

委 員

委 員

石 田 委 員 臨時委員 ○石田委員

上 田 委 員 臨時委員 ◎上田委員

東 委 員 櫻井委員

河 原 委 員 〇河原委員

弁 護 士 会
推 薦

委 員 臨時委員 　中村委員

委 員 ◎守屋委員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

◎：部会長　○：部会長代理  (五十音順）　

①電気機械器具製造業
\1,025

②輸送用機械器具製造業
\1,028

③ 各 種 商 品 小 売 業
\1,008

④自動車（新車）小売業
\1,008

⑤ 金 属 製 品 製 造 業
\1,008

⑥はん用機械器具製造業
\1,008

特
　
　
　
定
　
　
　
最
　
　
　
賃

検 討 小 委 員 会 平成28年度以
降設置せず

（案）

令和６年度 公益代表委員 専門部会・検討小委員会 分担表

京都労働局労働基準部賃金室

令和６年６月７日現在

京　都　府　最　低　賃　金
\1,008

令和５年度は

「必要性あり」

に至らず、専

門部会は設置

なし

令和６年度は審議

会の状況に応じて、

判断。

資料 No.２
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会議名 公開 主な議事事項 会場

9：30
～

10：00

公益委員会議
①

非

・特定（産業別）最低賃金改正の必要性の有無に
係る検討小委員会の設置について
・令和６年度京都地方最低賃金審議会専門部会
（地域別最低賃金及び特定（産業別）
最低賃金）の公益委員の選出について
・令和６年度京都地方最低賃金審議会専門部会
（地域別最低賃金）の公開の可否について
・今後の開催日程について

10：00
～

11：00

本審
①

公

・地賃の改正決定について（諮問）
・地賃専門部会の設置について
・地賃の改正決定に係る関係労使からの意見聴取
に関する公示について
・特賃新設・改正の意向表明について
・特賃新設・改正の必要性の有無に係る検討小委
員会の設置について
・最低賃金を取り巻く状況について

11：00
～

正午

全員協議会
①

非

・最賃法第25条第５項に基づく意見聴取（参考人
意見陳述）について
・特賃新設・改正の必要性の有無に係る検討小委
員会の設置について
・地賃専門部会委員の選任について
・令和６年度京都地方最低賃金審議会専門部会
（地域別最低賃金）の公開の可否について
・今後の開催日程について

10：00
～

11：15

本審
②

公

・地賃専門部会委員の任命について
・中賃の目安審議の状況について
・地賃の改正決定に係る関係労使の意見聴取
・特賃の改正決定の必要性の有無について（諮
問）

11：15
～

正午

全員協議会
②

非 ・特賃の必要性の有無に関する審議について

13：30～
地賃専門部会

①
非

・部会長及び部会長代理の選任について
・地賃の改正に関する審議

（案）

労働局

令和６年度 京都地方最低賃金審議会 開催日程（予定）一覧表

令和６年６月１日現在

京都労働局労働基準部賃金室

開催日時

26日
（金） 労働局

27日
（木）

６
月

７
月

資料 No.３
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会議名 公開 主な議事事項 会場開催日時

29日
（月）

9：30～
地賃専門部会

②
非 ・地賃の改正に関する審議 労働局

31日
（水）

9：30～
地賃専門部会

③
非 ・地賃の改正に関する審議 労働局

1日
（木）

13：30～
地賃専門部会

④
非 ・地賃の改正に関する審議 労働局

２日
（金）

9：30～
地賃専門部会

⑤
非 ・地賃の改正に関する審議 労働局

５日
（月）

9：30～
地賃専門部会

⑥
非 ・地賃の改正に関する審議 労働局

５日
（月）

13：30～
地賃専門部会

⑦
非 ・地賃の改正に関する審議 労働局

５日
（月）

16：00～
※本審

③
公 ・地賃の改正に関する審議（答申） 労働局

６日
（火）

13：30～
地賃専門部会

⑧
非 ・地賃の改正に関する審議 労働局

６日
(火）
～

８日
（木）
のいず
れかの
１日

時間未定

※本審
③（8月5日に
専門部会が結
審しない場

合）

公 ・地賃の改正に関する審議（答申）
労働局
（または
七条ＨＷ）

時間未定
（午前
中）

※本審
④

公 ・地賃の改正答申に対する異議審議 労働局

本審
終了後

全員協議会
又は

検討小委員会
非 ・特賃の必要性の有無に関する審議 労働局

- 未定 時間未定
本審
⑤

公
・特賃の必要性の有無について（答申）
・特賃の改正決定について（諮問）

労働局

◇９月以降の日程については未定

21日
（水）

～
26日

（月）
のいず
れかの
1日

8
月

※専門部会の審議状況により、以降の予定が変動しますので、現時点では、本審③（答申）及び本審

④（異議審）の開催日は未確定です。

想定される本審③（答申）開催日毎の発効日までの流れ（最短の場合）を以下に示しています。

本審③（答申） 本審④（異議審） 発効日

８月５日（月）の場合 → ８月21日（水）AM → 10月１日（火）

８月６日（火）の場合 → ８月22日（木）AM → 10月２日（水）

８月７日（水）の場合 → ８月23日（金）AM → 10月３日（木）

８月８日（木）の場合 → ８月26日（月）AM → 10月４日（金）
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最 低 賃 金 の 件 名 申 出 者
適用

労働者数
申出ｹｰｽ

改 正
新 設
廃 止

意 向 表 明
年 月 日

1

京都府金属素形材製品、ボルト・
ナット・リベット・小ねじ・木ね
じ等製造業（粉末冶金製品製造業
を除く）最低賃金

最賃京都機械金属連絡会議
議長 青山勲 1,962 労働協約 改 正 令和6年3月29日

2

京都府ポンプ・圧縮機器製造業、
一般産業用機械・装置製造業、そ
の他のはん用機械・同部分品製造
業、繊維機械製造業、生活関連産
業用機械製造業、基礎素材産業用
機械製造業、金属加工機械製造
業、半導体・フラットパネルディ
スプレイ製造装置製造業、その他
の生産用機械・同部分品製造業、
事務用機械器具製造業、サービス
用・娯楽用機械器具製造業、建設
機械・鉱山機械製造業最低賃金

最賃京都機械金属連絡会議
議長 青山勲 14,394 労働協約 改 正 同上

3
京都府電子部品・デバイス・電子
回路、電気機械器具、情報通信機
械器具製造業最低賃金

最賃京都機械金属連絡会議
議長  青山勲 29,468 労働協約 改 正 同上

4 京都府各種商品小売業最低賃金
京都小売最賃連絡会
代表幹事  師玉憲治郎 9,800 労働協約 改 正 同上

5

京都府輸送用機械器具、建設機
械・鉱山機械製造業（輸送用機械
器具製造業は自転車・同部品製造
業を除く。建設機械・鉱山機械製
造業は、建設用ショベルトラック
製造業に限る）最低賃金

最賃京都輸送用機械連絡会
議
議長 大西稔

7,952 労働協約 改 正 同上

6
京都府自動車（新車）小売業最低
賃金

最賃京都新車小売業関連連
絡会議
議長 大西稔

5,390 公正競争 改 正 同上

令和６年度における 特定（産業別）最低賃金の改正等
に係る申出の意向表明一覧表

京都労働局
令和６年６月３日作成

資料 No.４
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7
京都府百貨店、総合スーパーマー
ケット、ドラッグストア、ホーム
センター最低賃金

京都小売最賃連絡会
代表幹事  師玉憲治郎

9,513
ドラッグス
トア、ホー
ムセンター

を除く

労働協約 新　設 同上

8
京都府百貨店、総合スーパーマー
ケット、ドラッグストア最低賃金

京都小売最賃連絡会
代表幹事  師玉憲治郎

9,513
ドラッグス
トアを除く

労働協約 新　設 同上

9
京都府百貨店、総合スーパーマー
ケット、ホームセンター最低賃金

京都小売最賃連絡会
代表幹事  師玉憲治郎

9,513
ホームセン
ターを除く

労働協約 新　設 同上

6



1 

 

京都地方最低賃金審議会 運営規程 

 

第１条  京都地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の議事運営は、最低

賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）及び最低賃金審議会令（昭和三十

四年政令第百六十三号）に定めるもののほか、この規程の定めるところによ

る。 

第２条  審議会に会長と会長代理を置く。 

  ２  会長及び会長代理は、公益を代表する委員のうちから、委員が選挙する。 

  ３  会長は、会務を総理する。 

  ４  会長に事故があるときは、会長代理が会長の職務を代理する。 

第３条    審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要と認めたときの

ほか、京都労働局長（以下「局長」という。）又は５人以上の委員、若し

くは労働者代表委員、使用者代表委員及び公益代表委員各１人以上を含む

３人以上の委員から開催の請求があったとき、会長が招集する。 

 ２   前項の規定により、局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合

には、付議事項及び希望期日を少なくとも当該期日の一週間前までに、会

長に通知しなければならない。 

３   会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、

少なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとと

もに、局長に通知するものとする。 

第４条    会長は、審議会の議決により、特定の事案について事実を調査し、又は

細目にわたる審議を行うため、委員を指名して小委員会を設けることがで

きる。 

２  会長は、公益委員間の意思統一、意見の調整等必要と認める場合には、公

益委員会議を開催することができる。 

第５条   委員は、会長が必要と認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声

の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話することができるシ

ステムをいう。次項において同じ。）を利用する方法によって会議に出席

することができる。 

  ２  テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、最低賃金審

資料 №５ 
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議会令第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に含めるものとす

る。 

３  委員は、病気その他の事由によって、会議に出席できないときは、その

旨を会長に適当な方法で速報するものとする。 

４  委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ

会長に適当な方法で通知するものとする。 

第６条  会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２  委員は、会議において発言しようとするときは、会長の許可を受けなけれ

ばならない。 

３  審議会は会長が、必要があると認めるときは委員でない者の説明又は意見

を聴くことができる。 

第７条  会議は原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の

保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当

に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見交換若しくは意思決定の中

立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、会長は、会議を非公開とす

ることができる。 

２  会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要

な措置をとることができる。 

第８条  会議の議事については、議事録又は議事要旨を作成し、議事録には、会長

及び会長の指名した委員２人が署名するものとする。 

２  議事録、議事要旨及び会議の資料は、原則として公開とする。 

ただし、公開することにより、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがあ

る場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場

合又は率直な意見交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそ

れがある場合には、会長は、議事録の一部又は全部を非公開とすることが

できる。 

３  前二項の規定は、小委員会、公益委員会議（以下、「小委員会等」という。）

について準用する。 

第９条  会長は、審議会が議決を行ったときは、答申書又は議決書をそれぞれ議事

録の写しを付して、その都度局長に送付するものとする。 

第10条  この規程に定めるもののほか、小委員会等の議事運営に関し必要な事項は、

8
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小委員会等の長が当該小委員会等に諮って定める。 

第11条  この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

付  記  

第１条  この規程は、平成13年５月８日から施行する。 

第２条  この規定は、平成21年12月24日から一部変更し、施行する。 

第３条  この規程は、平成26年７月２日から一部変更し、施行する。 

第４条  この規程は、令和３年８月５日から一部変更し、施行する。 
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京 都 地 方 最 低 賃 金 審 議 会  
京都府最低賃金専門部会運営規程  

 

第１条  この規程は、京都地方最低賃金審議会京都府最低賃金専門部会（以下「専門部会」

という。）の議事の運営に関し、最低賃金法及び最低賃金審議会令に定めるもののほ

か、必要な事項について定めるものである。 
 

第２条  専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認めたときのほか、

京都労働局長（以下「局長」という。）又は３人以上の委員から開催の請求があった

とき、部会長が招集する。ただし、第１回会議は、局長が招集する。 

２  前項の規定により、局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付

議事項及び希望期日を少なくとも当該期日の一週間前までに、部会長に通知しなけ

ればならない。 

３  部会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、少

なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、局長

に通知するものとする。 

 

第３条  委員は、病気その他の事由によって、会議に出席できないときは、その旨を部会

長に適当な方法で速報するものとする。 

２  委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ部会長

に適当な方法で通知するものとする。 

 

第４条  委員は、会議において発言しようとするときは、部会長の許可を受けなければな

らない。 

 

第５条  会議は、原則として非公開とする。 

 

第６条  会議の議事については、議事要旨を作成するものとする。 

２  議事要旨は、原則として公開する。 

 

第７条  部会長は、専門部会において、最低賃金法及び最低賃金審議会令に基づいて決議

を行ったときは、審議会の会長に報告するものとする。 

 

第８条  この規程の改廃は、専門部会の議決に基づいて行う。 

 

 

附 記  この規程は、平成13年７月３日から施行する。           

資料 №６ 
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京都地方最低賃金審議会 公益委員会議 運営規程 

 

〈設 置〉 

第１条  京都地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）運営規程第４条の規定に   

基づき、公益委員会議（以下「会議」という。）を設ける。 

 

〈審議事項〉 

第２条  会議は、審議会の運営に関する事項について、審議を行うものとする。 

 

〈委員長等〉 

第３条  会議に、委員長、委員長代理を置く。 

２  委員長、委員長代理は、公益委員のうちから選任する。 

３  委員長に事故があるときは、委員長代理が委員長の職務を代理する。 

 

〈会議の招集〉 

第４条  会議は、委員長が、公益委員間の意見調整等必要と認めたときに招集する。 

ただし、年度最初の会議は、審議会会長が招集する。 

２  委員長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、

少なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するものとする。 

   

〈委員の欠席〉 

第５条  委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を委員

長に適当な方法で通知しなければならない。 

 

〈会議における発言〉 

第６条  委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２  委員は、会議において発言しようとするときは、委員長の許可を受けるものと

する。 

 

〈会議の公開〉 

第７条  会議は、原則として非公開とする。 

 

〈議事録及び議事要旨〉 

第８条  会議の議事については、議事要旨を作成するものとする。 

    ２  議事要旨は、原則として公開する。 

 

〈規程の改廃〉 

第９条  この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

附 則 この規程は、平成 22 年５月 21 日から施行する。        

資料 №７ 
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京都地方最低賃金審議会 検討小委員会 運営規程 

平成 17 年６月７日施行 

 

〈設 置〉 

第１条  京都地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）運営規程第４条の規

定に基づき、検討小委員会（以下「小委員会」という。）を設ける。 

 

〈審議事項〉 

第２条  小委員会は、審議会の議決により、審議会の運営に関する事項について、

審議を行うものとする。 

 

〈委 員〉 

第３条  小委員会は、公益を代表する委員２人、労働者を代表する委員２人及び

使用者を代表する委員２人をもって組織する。 

 

〈委員長〉 

第４条  小委員会に委員長、委員長代理を置く。 

 

２  委員長、委員長代理は、公益を代表する委員のうちから選任する。 

 

  ３  委員長に事故があるときは、委員長代理が委員長の職務を代理する。 

 

〈会議の招集〉 

第５条  小委員会の会議（以下、「会議」という。）は、委員長が必要と認めたと

きのほか、審議会会長又は２人以上の小委員会の委員から開催の請求があ

ったとき、委員長が招集する。ただし、年度最初の会議は、審議会会長が

招集する。 

  

  ２  委員長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合の

ほか、少なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知す

るものとする。 

 

  ３  会議は、労働者を代表する委員、使用者を代表する委員及び公益を代表

する委員の各側委員１人以上の出席により開催するものとする。 

 

 

資料 №８ 
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〈委員の欠席〉 

第６条  委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨

を委員長に適当な方法で通知しなければならない。 

 

〈会議における発言〉 

第７条  委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

 

２  委員は、会議において発言しようとするときは、委員長の許可を受ける

ものとする。 

 

〈会議の公開〉 

第８条  会議は、原則として非公開とする。 

 

〈議事録及び議事要旨〉 

第９条  会議の議事については、議事要旨を作成するものとする。 

 

２  議事要旨は、原則として公開する。 

 

〈意見等の提出〉 

第 10 条  委員長は、会議の審議結果について、審議会会長に対して報告するもの

とする。 

 

〈規程の改廃〉 

第 11 条  この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

附 則  この規程は、平成 17 年６月７日から施行する。 
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